
  

  

１．平成22年12月期第２四半期の連結業績（平22年１月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）１．当四半期における配当予想の修正有無：無 

   ２．平成22年12月期における期末配当については未定であります。  

  

３．平成22年12月期の連結業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

22年12月期第２四半期  8,202  △29.3  △450  －  △773  －  △464  －

21年12月期第２四半期  11,594  △6.9  △4,412  －  △4,850  －  △5,222  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

22年12月期第２四半期  △909  78  －      

21年12月期第２四半期  △10,218  16  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

22年12月期第２四半期  32,918  56  0.2  111  43

21年12月期  40,499  519  1.3  1,015  69

（参考）自己資本 22年12月期第２四半期 56百万円 21年12月期 519百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

21年12月期  －        0 00 －      0 00  0  00

22年12月期  －        0 00

22年12月期（予想） －      －       －      

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  20,399  2.2  998  －  429  －  429  －  797  45



４．その他（詳細は〔添付資料〕P.４「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規       －社 （社名）                        、除外       －社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：無 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の 

開示時点において、四半期財務諸表に対する四半期レビュー手続きは終了しております。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると 

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。   

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期２Ｑ 537,964株 21年12月期 537,964株

②  期末自己株式数 22年12月期２Ｑ 26,866株 21年12月期 26,866株

③  期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期２Ｑ 511,098株 21年12月期２Ｑ 511,098株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日～平成22年６月30日）におけるわが国の経済は、緊急経済対策等

の政策効果や海外経済の改善等を背景に若干持ち直しの動きを続けたものの、雇用環境は依然として厳しい状況に

あり、また海外経済の下振れ懸念やギリシャの財政危機に端を発した欧州地域財政等のリスク要因を鑑みると、先

行きの不透明感は未だ払拭できないものと考えられます。 

 当社グループが属する不動産業界では、平成22年７月１日に発表された路線価において、標準宅地は47都道府県

すべてにおいて２年連続で下落し、全国平均でも ％の下落となるなど大都市圏のみならず地方都市においても

地価下落という環境が続き、景気全体の弱含みを背景とした不確実性が強い状況が続いております。 

 しかしながら、平成22年上半期の首都圏マンション市場においては初月契約率の平均が ％と上半期としては

３期ぶりに ％台を回復（平成22年７月15日 株式会社不動産経済研究所発表）するなど、全体の需給バランスの

改善から首都圏の住宅市況においては底打ちから回復に転じるなど、持ち直しの動きも期待されております。 

 このような状況下において当社グループは、分譲マンション事業へ経営資源を集約し、事業特化を図るととも

に、販管費等の大幅削減に努め、事業安定化に向けた経営努力を継続しております。当第２四半期連結累計期間に

おきましては、引続きたな卸資産及び不稼働資産の圧縮に努めており、たな卸資産処分損 百万円が発生いた

しました。 

 この結果、当社グループの第２四半期連結累計期間における経営成績は売上高 百万円（前年同四半期比

％減）、営業損失 百万円（前年同四半期は営業損失 百万円）、経常損失 百万円（前年同四半期は

経常損失 百万円）、四半期純損失 百万円（前年同四半期は四半期純損失 百万円）となりました。 

  

なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

＜分譲マンション事業＞ 

 分譲マンション事業におきましては、依然として国内経済の先行き不透明感による消費マインドは低調であり、

価格調整が引続き進行する環境ではありましたが、当社グループの主たる営業エリアである東日本の地方衛星都市

を主体に潜在需要の掘り起こしが奏功し、売上高は回復基調となりました。この結果、売上高は 百万円（前

年同四半期比 ％増）、営業損失は 百万円（前年同四半期は営業損失 百万円）となりました。 

  

＜不動産流動化事業＞ 

 不動産流動化事業におきましては、新規物件開発は凍結し、たな卸資産の圧縮に努めております。その一環とし

て仙台市内における不稼働資産を売却いたしましたが、たな卸資産処分損として特別損失へ計上したため、売上

高、営業損益とも計上しておりません。 

  

＜不動産賃貸事業＞ 

 不動産賃貸事業におきましては、安定的な賃貸収入の確保に努めております。この結果、売上高 百万円（前

年同四半期比 ％減）、営業利益 百万円（前年同四半期比 ％減）となりました。 

  

＜その他の事業＞ 

 その他の事業におきましては、販売代理事業が堅調に推移いたしましたが、子会社の内装工事等の売上高が減少

しました。この結果、売上高 百万円（前年同四半期比 ％減）、営業利益 百万円（前年同四半期比 ％

減）になりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末における資産は 百万円となりました。流動資産は 百万円、固定資産は

百万円となりました。 

 負債は 百万円となりました。流動負債は 百万円、固定負債は 百万円となりました。 

 純資産は 百万円となりました。当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」とい

う）は、前連結会計年度末残高より 百万円増加し、 百万円となりました。 

  

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果、獲得した資金は 百万円（前年同四半期は 百万円

の獲得）となりました。これは、税金等調整前四半期純損失 百万円を計上しましたが、たな卸資産の減少額

百万円、仕入債務の減少額 百万円によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果、獲得した資金は 百万円（前年同四半期は１百万円の使

用）となりました。これは、主に拘束力のある普通預金の払戻による収入 百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果、使用した資金は 百万円（前年同四半期は 百万円

の使用）となりました。これは、主に短期借入金の減少額 百万円及び長期借入金の返済による支出 百万円

によるものであります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年12月期における通期連結業績予想につきましては、平成22年５月14日に発表いたしました「平成22年12

月期 第１四半期決算短信」から変更ありません。  
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

たな卸資産の評価方法 

 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①前連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②通常販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、前

連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（（企業会計基準委員会） 平成18年７月５日 企業会計

基準第９号）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価格については、収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは前連結会計年度において、サブプライムローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の影響

から不動産価格の下落により利益率が低下し、販売用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を行ったことで、営業

損失 百万円、経常損失 百万円、当期純損失 百万円を計上いたしました。 

 当第２四半期連結累計期間においては、一部のたな卸資産について早期処分を進めた結果、利益率が低下し、営

業損失 百万円、経常損失 百万円、四半期純損失 百万円を計上いたしました。 

 また、平成20年12月期末時点において、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、

株式会社三菱東京UFJ銀行をそれぞれエージェントとする４件のシンジケートローン契約に付されている財務制限

条項に抵触するとともに、平成21年５月27日には、当社グループが借り入れを行っている全取引金融機関に対し

て、同日以降に期限が到来した借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を行

なっております。 

 当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンショ

ン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる販売

費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図っております。  

 また当社グループは昨年７月に上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明を行うと

ともに、各金融機関に対する返済条件の変更を依頼しておりましたが、今年６月に全取引金融機関へ更なる条件変

更を依頼しました。現在のところ、既に７割に及ぶ金融機関より応諾を得ております。 

 財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会社三菱東京UFJ銀行をエージェントとするシンジケート

ローン契約について、シンジケート団を解散・相対取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消しており

ます。その他の各シンジケートローン契約につきましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、上記の返

済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

 しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しながら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,168 1,770

受取手形及び売掛金 117 70

販売用不動産 7,445 11,291

仕掛販売用不動産 12,884 15,793

未成工事支出金 27 67

貯蔵品 3 3

その他 329 330

貸倒引当金 △33 △12

流動資産合計 21,944 29,315

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,904 4,966

土地 5,068 5,068

その他（純額） 6 7

有形固定資産合計 9,978 10,042

無形固定資産   

のれん 780 838

その他 15 16

無形固定資産合計 796 854

投資その他の資産   

破産更生債権等 263 263

その他 350 446

貸倒引当金 △414 △423

投資その他の資産合計 199 286

固定資産合計 10,974 11,183

資産合計 32,918 40,499



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 1,932 2,520

短期借入金 4,988 4,655

1年内返済予定の長期借入金 19,380 24,776

未払法人税等 14 19

引当金 20 －

繰延税金負債 － 104

その他 1,346 1,282

流動負債合計 27,683 33,358

固定負債   

社債 － 172

長期借入金 4,263 5,627

引当金 302 301

その他 612 520

固定負債合計 5,178 6,622

負債合計 32,861 39,980

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,510 7,510

資本剰余金 1,286 1,286

利益剰余金 △7,375 △6,910

自己株式 △1,367 △1,367

株主資本合計 54 519

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 2

繰延ヘッジ損益 － △2

評価・換算差額等合計 2 0

純資産合計 56 519

負債純資産合計 32,918 40,499



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 11,594 8,202

売上原価 14,049 7,095

売上総利益又は売上総損失（△） △2,455 1,107

販売費及び一般管理費 1,957 1,558

営業損失（△） △4,412 △450

営業外収益   

受取利息 4 1

受取賃貸料 24 55

金利スワップ評価益 12 4

その他 18 17

営業外収益合計 60 79

営業外費用   

支払利息 476 367

その他 22 34

営業外費用合計 498 402

経常損失（△） △4,850 △773

特別利益   

前期損益修正益 94 46

債務買戻益 － 1,779

その他 11 7

特別利益合計 106 1,832

特別損失   

前期損益修正損 31 3

固定資産売却損 28 －

訴訟和解金 － 8

たな卸資産評価損 223 －

たな卸資産処分損 － 1,514

減損損失 51 －

その他 9 0

特別損失合計 344 1,526

税金等調整前四半期純損失（△） △5,088 △466

法人税、住民税及び事業税 5 3

法人税等調整額 135 －

過年度法人税等 － △5

過年度法人税等戻入額 △7 －

法人税等合計 133 △1

四半期純損失（△） △5,222 △464



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 6,767 4,557

売上原価 9,550 4,249

売上総利益又は売上総損失（△） △2,783 307

販売費及び一般管理費 1,065 769

営業損失（△） △3,848 △461

営業外収益   

受取利息 1 0

受取賃貸料 8 27

金利スワップ評価益 8 0

その他 5 5

営業外収益合計 23 34

営業外費用   

支払利息 217 194

その他 8 26

営業外費用合計 225 220

経常損失（△） △4,050 △647

特別利益   

前期損益修正益 43 7

債務買戻益 － 1,779

その他 13 2

特別利益合計 56 1,789

特別損失   

前期損益修正損 － 0

訴訟和解金 － 2

たな卸資産処分損 － 1,514

減損損失 51 －

その他 1 －

特別損失合計 52 1,517

税金等調整前四半期純損失（△） △4,046 △376

法人税、住民税及び事業税 2 1

法人税等調整額 103 －

過年度法人税等 － △0

過年度法人税等戻入額 △7 －

法人税等合計 98 1

四半期純損失（△） △4,145 △377



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △5,088 △466

減価償却費 68 67

のれん償却額 57 57

減損損失 51 －

たな卸資産評価損 655 34

たな卸資産処分損 － 1,514

債務買戻益 － △1,779

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

金利スワップ評価損益（△は益） 12 △2

匿名組合投資損益（△は益） △5 △7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 16

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 20

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1 0

受取利息及び受取配当金 △4 △1

支払利息 476 367

有形固定資産除却損 0 0

有形固定資産売却損益（△は益） 28 △0

投資有価証券売却損益（△は益） 7 －

前期損益修正損益（△は益） △63 △42

売上債権の増減額（△は増加） 919 △46

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,890 5,246

前渡金の増減額（△は増加） 1 1

仕入債務の増減額（△は減少） 300 △587

前受金の増減額（△は減少） △21 △72

その他の資産の増減額（△は増加） 129 △14

その他の負債の増減額（△は減少） △338 158

その他の固定資産の増減額（△は増加） 20 28

その他 △24 7

小計 6,049 4,498

利息及び配当金の受取額 6 1

利息の支払額 △332 △485

法人税等の支払額 △90 △9

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,632 4,006



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △77

定期預金の払戻による収入 50 －

拘束力のある普通預金の預入による支出 △193 －

拘束力のある普通預金の払戻による収入 － 865

有形固定資産の取得による支出 △4 △3

有形固定資産の売却による収入 59 0

投資有価証券の取得による支出 △0 －

投資有価証券の売却による収入 45 100

貸付けによる支出 － △9

貸付金の回収による収入 5 3

その他の支出 △9 △1

その他の収入 44 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △1 879

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,721 △578

長期借入れによる収入 － 85

長期借入金の返済による支出 △5,681 △4,154

社債の償還による支出 △49 △49

配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,453 △4,699

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,822 186

現金及び現金同等物の期首残高 2,436 772

現金及び現金同等物の四半期末残高 613 958



 当社グループは前連結会計年度において、サブプライムローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の影響

から不動産価格の下落により利益率が低下し、販売用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を行ったことで、営業

損失 百万円、経常損失 百万円、当期純損失 百万円を計上いたしました。  

 当第２四半期連結累計期間においては、一部のたな卸資産について早期処分を進めた結果、利益率が低下し、営

業損失 百万円、経常損失 百万円、四半期純損失 百万円を計上いたしました。 

 また、平成20年12月期末時点において、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、

株式会社三菱東京UFJ銀行をそれぞれエージェントとする４件のシンジケートローン契約に付されている財務制限

条項に抵触するとともに、平成21年５月27日には、当社グループが借り入れを行っている全取引金融機関に対し

て、同日以降に期限が到来した借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を行

なっております。 

 当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンショ

ン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる販売

費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図っております。  

 また当社グループは昨年７月に上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明を行うと

ともに、各金融機関に対する返済条件の変更を依頼しておりましたが、今年６月に全取引金融機関へ更なる条件変

更を依頼しました。現在のところ、既に７割に及ぶ金融機関より応諾を得ております。 

 財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会社三菱東京UFJ銀行をエージェントとするシンジケート

ローン契約について、シンジケート団を解散・相対取引に変更し、同行の債務の買戻しを行ったため解消しており

ます。その他の各シンジケートローン契約につきましては、期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、上記の返

済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。 

 しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しながら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。   

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

5,205 5,990 6,443

450 773 464



  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

(注)１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

  ２．各事業の主な商品 

   (１)分譲マンション事業・・・・分譲マンションの企画・開発・販売 

   (２)不動産流動化事業・・・・・賃貸マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビル等の

                  買取り、売却  

   (３)不動産賃貸事業・・・・・・賃貸用マンションや商業施設等の賃貸業務 

   (４)その他の事業・・・・・・・分譲マンションの販売代理収入及び内装工事等 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が100％のため所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

〔海外売上高〕 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

 海外売上がないため海外売上高の記載を省略しております。  

 該当事項はありません。   

（５）セグメント情報

 事業の種類別 
セグメントの名称 

分譲マンション 
事業 

（百万円） 

不動産 
流動化事業 
（百万円） 

不動産 
賃貸事業 
（百万円） 

その他の 
事業  

（百万円） 

  
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に 

対する売上高 
 7,319  －  411  472  8,202  －  8,202

(2）セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 

 －  －  －  46  46  (46)  －

計  7,319  －  411  518  8,249  (46)  8,202

営業利益又は 

営業損失(△)  
 △691  －  212  57  △422  (27)  △450

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



（１）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

 該当事項はありません。 

  

② 契約状況 

 当第２四半期連結累計期間における契約状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）１．上記金額には、消費税は含まれておりません。 

   ２．不動産賃貸事業に関しては、事業の性質上、契約状況を表示することには、馴染まないため除いております。

   ３．その他の事業に関しては、内装工事事業のみの契約状況を表しております。  

  

③ 販売実績 

 当第２四半期連結累計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．当第２四半期連結累計期間の分譲マンション事業における販売戸数は 戸であります。 

   ３．その他の事業には、販売代理事業における手数料収入が含まれております。  

  

４．補足情報

事業の種類別 

セグメントの名称 

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年１月１日 

  至 平成22年６月30日） 

契約高 契約繰越残高 

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比 

（％） 
戸数・件数 金額（百万円） 

前年同期比 

（％） 

分譲マンション事業 戸 274 6,964 △14.7 戸25  762 △74.2

不動産流動化事業 件 － － － 件－  － －

その他の事業 件 94 128 △29.6 件3  25 △86.5

事業の種類別セグメントの名称 

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年１月１日 

  至 平成22年６月30日） 

 分譲マンション事業（百万円）   7,319

 不動産流動化事業（百万円）   －

 不動産賃貸事業（百万円）   411

 その他の事業（百万円）   472

合計（百万円）   8,202
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